
令和２年度　病院事業会計決算の概要

１　営業関係
　　　総収益25億7,021万9千円、総費用25億6,425万5千円で、純利益は596万4千円になりました。
　　　内容は、次のとおりです。 （単位：千円・％）

令和２年度 令和元年度 比較増減 伸率
1,482,631 1,590,290 △ 107,659 △ 6.8
525,678 555,465 △ 29,787 △ 5.4
110,796 141,697 △ 30,901 △ 21.8
190,434 193,741 △ 3,307 △ 1.7
64,756 65,623 △ 867 △ 1.3
6,934 0 6,934 皆増
5,981 11,155 △ 5,174 △ 46.4

183,004 36,890 146,114 396.1
5 0 5 皆増

2,570,219 2,594,861 △ 24,642 △ 0.9

53,555 51,208 2,347 4.6
258,135 279,823 △ 21,688 △ 7.8
463,895 451,661 12,234 2.7
150,931 172,710 △ 21,779 △ 12.6
1,017 3,835 △ 2,818 △ 73.5
6,057 25,826 △ 19,769 △ 76.5

37,307 39,820 △ 2,513 △ 6.3
2,700 7,205 △ 4,505 △ 62.5

72,107 66,095 6,012 9.1
(b) 3,958 3,463 495 14.3

2,564,255 2,573,804 △ 9,549 △ 0.4
9,917 24,520 △ 14,603 △ 59.6
5,964 21,057 △ 15,093 △ 71.7

２　業務関係
　　　本年度の入院患者延数は40,388人で、前年度比7.7％の減少となりました。
　　　本年度の外来患者延数は63,315人で、前年度比14.4％の減少となりました。
　　　内容は、次のとおりです。

令和２年度 令和元年度 比較増減 伸率(％)
人 40,388 43,748 △ 3,360 △ 7.7
人 111 120 △ 9 △ 7.5
円 36,710 36,351 359 1.0
人 63,315 73,938 △ 10,623 △ 14.4
人 261 308 △ 47 △ 15.3
円 8,303 7,513 790 10.5

３　施設整備関係
　（１）　三浦市立病院付属棟改修工事　外２件

４　医療機器等整備関係
　（１）　三浦市立病院遺伝子検査機器　外４件

５　その他
　（１）　累積欠損金（期末）　８億8,760万８千円
　（２）　医業収益と給与費の割合　　67.9％（　元年度　　61.4％　）
　（３）　医業収益と薬品費の割合　　 5.0％（　元年度 　　5.1％　）
　（４）　一般会計からの繰入金の状況 （単位：千円・％）

令和２年度 令和元年度 比較増減 伸率
172,171 172,833 △ 662 △ 0.4
4,014 4,046 △ 32 △ 0.8

14,249 16,862 △ 2,613 △ 15.5
2,151 2,160 △ 9 △ 0.4
3,853 5,347 △ 1,494 △ 27.9

33,889 31,582 2,307 7.3
24,863 26,534 △ 1,671 △ 6.3
6,934 0 6,934 皆増

136,602 114,753 21,849 19.0
398,726 374,117 24,609 6.6

区　　　　分

医
業
収
益

入 院 収 益
外 来 収 益
そ の 他 医 業 収 益
他 会 計 負 担 金

医業外
収益

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他
特 別 利 益 (a)

他 会 計 補 助 金

(退職給付引当金繰入額を除く)
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

事 業 収 益 (A)

医
 
業
 
費
 
用

給 与 費
1,514,593 1,472,158 42,435

材 料 費
経 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

特 別 損 失

2.9

研 究 研 修 費

医業外
費用

支払利息及び企業債取扱諸費
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他

事 業 費 用 (B)
当 年 度 経 常 利 益 {(A)-(a)}-{(B)-(b)}

区　　　　分

入
院

患 者 延 数
１ 日 平 均 患 者 数
１ 日 １ 人 平 均 診 療 費

合 計

当 年 度 純 利 益 (A)-(B)

⑤ 共 済 組 合 追 加 費 用

⑥ 年 金 拠 出 金 費 用

⑦ 企 業 債 利 息

② 児 童 手 当

③ 医 師 確 保 対 策 費

④ 研 究 研 修 費

⑨ 企 業 債 元 金

外
来

患 者 延 数
１ 日 平 均 患 者 数
１ 日 １ 人 平 均 診 療 費

区　　　　分
① 救 急 医 療 費

⑧ 他 会 計 補 助 金



1

(1) 1,482,631,142

(2) 525,677,868

(3) 110,796,874

(4) 190,434,000 2,309,539,884

2

(1) 1,568,148,903

(2) 258,134,897

(3) 463,894,816

(4) 150,930,558

(5) 1,016,998

(6) 6,056,471 2,448,182,643

138,642,759

3

(1) 6,390

(2) 64,756,000

(3) 6,934,000

(4) 1,110

(5) 5,980,261

(6) 182,996,522 260,674,283

4

(1) 37,307,033

(2) 6,380

(3) 2,700,000

(4) 72,100,509 112,113,922 148,560,361

9,917,602

5

(1) 5,285 5,285

6

(1) 3,958,455 3,958,455 △ 3,953,170

5,964,432

893,571,853

887,607,421

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

他 会 計 負 担 金

給 与 費

減 価 償 却 費

材 料 費

医 業 費 用

経 費

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 損

雑 損 失

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

前 年 度 繰 越 欠 損 金

他 会 計 補 助 金

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

資 産 減 耗 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

医 業 外 費 用

患 者 外 給 食 収 益

そ の 他 医 業 外 収 益

当 年 度 純 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 失

支払利息及び企業債取扱諸費

令 和 ２ 年 度 三 浦 市 病 院 事 業 損 益 計 算 書

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

（単位:円）

経 常 利 益

患 者 外 給 食 材 料 費

医 業 収 益

医 業 損 失

研 究 研 修 費

受 取 利 息 配 当 金



1

(1)

イ 34,032,902

ロ 1,986,176,995

△802,216,249 1,183,960,746

ハ 1,733,464,153

△723,714,763 1,009,749,390

ニ 28,678,421

△19,975,499 8,702,922

ホ 1,290,792,052

△1,039,400,845 251,391,207

ヘ 9,732,619

△9,000,154 732,465

ト 4,531,000

△4,403,950 127,050

2,488,696,682

(2)

イ 443,100

443,100

(3)

イ 25,100,000

△8,400,000 16,700,000

16,700,000

2,505,839,782

2

(1) 649,556,648

(2)

イ 393,666,228

△9,418,903 384,247,325

ロ 156,032,221

ハ 141,794,462

682,074,008

(3) 9,609,616

(4) 1,149,500

(5) 1,287,530

1,343,677,302

3,849,517,084

令 和 ２ 年 度 三 浦 市 病 院 事 業 貸 借 対 照 表

（令和３年３月31日）

(単位：円)

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

建物附属設備減価償却累計額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

器械備品減価償却累計額

車 両

車 両 減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

リース資産減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

医 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

医 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貯 蔵 品

未 収 金 合 計

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



3
(1)

イ
1,813,141,492

1,813,141,492
(2)

イ 202,112,000
202,112,000

2,015,253,492
4

(1)

イ

212,697,901

212,697,901

(2)

イ 174,829,279

ロ 1,671,638

ハ 41,003,406

217,504,323

(3) 10,099,300

(4)

イ 95,398,000

ロ 16,838,000

112,236,000

(5) 12,684,458

565,221,982

5

(1)

イ 1,720,452

ロ 32,785,571

ハ 172,728,878

ニ 33,640,744

ホ 64,239,860

305,115,505

(2) △197,692,669

107,422,836

2,687,898,310

6

(1) 67,852,672

(2) 1,981,373,523

2,049,226,195

7

(1)

イ 887,607,421

887,607,421

△887,607,421

1,161,618,774

3,849,517,084

(単位：円)
負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金

医 業 未 払 金

医 業 外 未 払 金

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額
寄 附 金
国 庫 補 助 金
県 補 助 金
市 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計



 

注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ｱ) 減価償却の方法 

定額法 

(ｲ) 主な耐用年数 

建物     10～39年 

建物附属設備 ６～39年 

構築物    10～40年 

器械備品   ３～20年 

車両     ４～６年 

   イ リース資産 

    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法による。 

  (3) 引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

金額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異（378,608,131円）については、平成 26年度から 15年にわ

たり均等額を費用処理している。 

 また、令和２年度末に必要とする金額は 435,974,358円である。 

   イ 賞与引当金 

 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

   ウ 法定福利費引当金 

 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   エ 貸倒引当金 

 長期貸付金の返還免除による損失に備えるため、貸付対象者の在職期間による返還免除

予定相当額を計上している。 

また、医業未収金及び医業外未収金の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等

により回収不能見込額を計上している。 

  (4) 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 



 

 

２ キャッシュ・フロー計算書等関連 

  重要な非資金取引 

 該当なし 

 

３ 貸借対照表関連 

 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、1,312,359,390円である。  

 

４ その他の注記 

  引当金の取崩し 

   ア 退職給付引当金の取崩し 

当年度において、退職手当として 23,229,231 円を支給するため、退職給付引当金

23,229,231円を使用した。 

   イ 賞与引当金の取崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当として 228,379,311円を支給するため、賞与引

当金 82,150,000円を使用した。 

   ウ 法定福利費引当金の取崩し 

当年度において、法定福利費として 203,388,469円を支出するため、法定福利費引当金

14,988,000円を使用した。 

   エ 貸倒引当金の取崩し 

当年度において、奨学貸付金返還免除による損失額として 10,800,000 円を長期貸付金

から減額するため、貸倒引当金 10,800,000円を使用した。 

 



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 5,964,432

減価償却費 150,930,558

固定資産除却費 457,928

引当金の増減額（△は減少） 48,353,934

長期前受金戻入額 △7,346,466

受取利息及び受取配当金 △6,390

支払利息 37,307,033

未収金の増減額（△は増加） △145,739,058

未払金の増減額（△は減少） 51,851,723

たな卸資産の増減額（△は増加） 279,769

その他流動資産の増減額（△は増加） 446,650

前受金の増減額（△は減少） △5,100,700

その他流動負債の増減額（△は減少） △838,118

　小計 136,561,295

利息及び配当金の受取額 6,390

利息の支払額 △37,307,033

業務活動によるキャッシュ・フロー 99,260,652

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △32,716,850

国庫補助金等による収入 15,028,258

貸付けによる支出 △9,600,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,288,592

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 19,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △230,348,297

他会計からの出資による収入 136,602,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △73,946,297

資金増加額（又は減少額） △1,974,237

資金期首残高 651,530,885

資金期末残高 649,556,648

令和２年度  三浦市病院事業キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）


